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近年、気候変動や自然災害の頻発、地域社会の脆弱化、政策対応の遅れが重なり、新

たな不確実性複合体が出現している。その状況下で、地域社会システムの再編と発展を

進めるには、投資、保険、イノベーションという３つの循環サイクルを構築し、地域社

会のレジリエンスを強化しながら持続可能な発展を支える必要がある。具体的には、パ

ラメトリック保険やキャットボンドが有効とされるが、新たなリスクを生む可能性もあ

る。本稿では、社会システム、リスク、保険、社会的対処、グローバルガバナンスの５

つの視点から論点を整理する。その結果、不確実性複合体時代における持続可能な地域

社会の実現には、減災とレジリエンス強化のためのインフラ投資、パラメトリック保険

の継続的改善、脆弱グループへの支援が不可欠であることを論じる。ケーススタディと

して、多国間の多災害リスクプール機構「カリブ海災害リスク保険ファシリティ（CCRIF）」

を取り上げ、国際協力によるインフラ投資や人材育成を含む包括的アプローチを考察し、

アジアや他地域における展開の課題と可能性を展望する。
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はじめに

近年の気候変動による環境変化、自然災害
リスクの増大、社会の両極化、政策対応や社
会変革の停滞などが重なり、新たな「不確実
性複合体」（詳細後述）が出現している。こ
れに対応するためには、地域社会や保険・共
済などのリスク分担システムの見直しおよび
持続可能な社会システムのフレームワークの
構築が求められている。本稿では、不確実性
複合体とは何か、それに対処する投資・保
険・イノベーションの循環サイクルの構築と
いう新しい政策枠組の提起について概説す
る。その上で、不確実性複合体をめぐる主た
る学術的議論の流れを整理する。具体的に
は、不確実性複合体についてのデータ蓄積に
よる社会的学習、その上で、保険、投資、イ
ノベーションそれぞれの社会的機能がいかに
あるべきかの論点を明らかにする。ケースス
タディとして、カリブ海災害リスク保険ファ
シリティ（CCRIF）の包括的アプローチの展
開を踏まえ、今後の他地区、アジア地域にお
ける人材育成・教育のあり方を考察すること
を目的とする。

１．不確実性複合体の出現

議論の前提として強調したいのが、不確実
性複合体という概念である。国連開発計画

（UNDP：United Nations Development 
Programme） 人 間 開 発 報 告 書（2021－22）
では、この新しい不確実性複合体の出現につ
いて言及している。報告書によれば、「人新
世」と呼ばれる時代において、人類の活動が
地球に深刻な影響を与えており、これが危機

的な惑星変化（環境の不確実性）、社会の両
極化（社会の不確実性）、そして社会変革の
追求（政策の不確実性）といった複数の要素
が複合的に作用する結果、新たな不確実性複
合体が形成されていると指摘している（図１
参照）。不確実性複合体の状況では、発生す
る多様なショックが増幅し、相互作用するこ
とで、世界的に不安定な結果を引き起こす可
能性があると指摘している。

Florini（2013）は、人新世における新しい
地球環境の現実に対応するために、地球規模
の変革とそのための新しいガバナンスの構築
の必要性を強調している。多様なステークホ
ルダー（政府、企業、市民社会など）の関与
と協調が重要（Florini, LaForge, & Sharma, 
2022）となるが、従来のガバナンスモデルは
現代の複雑な課題に対応するには限界がある
と指摘し、より包括的で透明性の高い新しい
地球規模のガバナンスが必要であると指摘し
ている。

（図１）新しい不確実性複合体の出現

　出典：Human development report 2021／ 2022
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２．投資・保険・イノベーションの循環

不確実性複合体の中で人々の安全保障を強
化し、継続的に拡大するためには、「投資」、

「保険」、「イノベーション」の３つが政策の
柱となる。その相互関係を図２に示す（UNDP 
2021－2022報告書）。これらのうち、「投資」
は、人的資本の能力開発および緑など自然資
本を形成し、「イノベーション」を促進する
ためのインフラおよび知識・技術を支える。

「保険」は、ショックや脅威に対する保護や
補償を提供し、企業や個人はリスクを恐れず
に新たな投資やイノベーションに挑戦できる
環境を整える。ここでいう「保険」とは、共
済はもちろん、子ども・高齢者・障がい者の
社会的保護、基本サービスへのアクセス、公
共の熟議の保証、参加なども含むセイフティ
ネットの幅広い概念である。いうまでもな
く、イノベーションは創造性や多様な視点を
活かし、変化を受け入れることで新しい解決
策を見つけ、変革を推進する。「投資」が進

むことで、イノベーションの基盤が強化さ
れ、より革新的なアイデアや技術が生まれる
可能性が高まる。これにより、新しいビジネ
スモデルや市場が創出され、さらなる投資を
呼び込むサイクルが形成される。投資はま
た、新たな技術や解決策の発展を促進し、経
済的・社会的成長を支える要素となる。こう
した成長に伴い、社会全体のリスクも高まる
ため、それに対応する「保険」のニーズも増
大し、保険商品やサービスのさらなる革新が
求められることになる。「保険」は、投資と
イノベーションのリスクを管理するための重要
な要素であり、社会的プロセスの安定化のため
に、より高度な保険商品が開発されるというポ
ジティブなフィードバックループを形成する。

これら３つの柱は相互補完しながら、持続
的な開発を支える循環サイクルを形成する。
これにより、人々の主体性や行動する力を維
持し、不確実性の中でも社会や経済のレジリ
エンスが向上し、長期的に持続可能な開発の
推進が可能となる。例えば、早期警戒システ

（図２）投資・保険・イノベーションの循環

 出典：UNDP 2021－2022報告書
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ムなどのインフラへの投資に加えて、データ
科学、保険、持続可能開発、国際協力などの
専門能力開発、人材育成への投資をおこなう
ことで、パラメトリック保険１の拡充と進化、
デジタル技術の導入と活用、地域経済の安定
化と持続可能な発展、災害への国際協力の強
化などの社会イノベーションが可能となる。 

３．不確実性をめぐる議論の系譜

このような新しい不確実性複合体の出現、
投資・保険・イノベーションの循環のフレー

ムワークの構築のためには、どのような検討が
必要となるであろうか。ここでは以下５つの主
要テーマに関する重要な論点を整理しておきた
い。関連議論の展開キーワードを図３に示す。

１）社会システム・農業経済

第一の論点は、社会システムと農業経済に
関するものである。気候変動による自然災害
の激化に伴い、これに対処するための政策や
技術の導入が注目されている。しかし、その
導入は農家に新たな負担やリスクをもたらす

１　事前に設定した特定の指数や基準（トリガー）に基づいて自動的に保険金が支払われる保険

（図３）不確実性複合体に関する関連議論の展開キーワード

　出典：筆者作成
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可能性があるため、慎重な検討が必要であ
る。特に、農村地域では気候変動の影響が深
刻であり、その対応策としての保険やリスク
軽 減 策 の 設 定 が 求 め ら れ て い る。El－
adaway et al. （2012）は、自然災害に対する
保険の設計とその効果について論じ、これが
農村社会に与える影響を評価している。

Isakson（2015）は、農業における不確実
性とその複雑な要因を分析し、気候変動と市
場の不安定性が農業の持続可能性および農村
社会の生計に重大なリスクをもたらすと指摘
している。農業は、気候条件や市場価格の変
動に大きく依存しており、これらの要因が農
業経営に及ぼす影響は計り知れない。例え
ば、天候インデックス保険（詳細後述）は、
小規模農家の気候リスクを軽減する手段とし
て推進されているが、実際には金融資本や農
薬・肥料メーカーなどの化学企業の利益を優
先する形で運用されており、農家を新たなリ
スクにさらす可能性がある。特に小規模農家
は、これらの不確実性に対して脆弱であり、
そのため政策的な介入と包括的な支援が必要
であると述べている。

このような背景を踏まえ、Lemoine & Rudik
（2017）は、環境政策において不確実性を考
慮したシナリオ分析の専門スキルの向上につ
いて論じている。気候変動や環境問題に関連す
る多様な要因（経済、社会、環境、技術など）
を統合的に評価するためのモデルとして、統
合評価モデル（IAM：Integrated Assessment 
Model）がこれまで用いられてきたと説明し
ている。しかし、従来のIAMの限界は、その
決定論的な性質にあり、システムやモデルの
動きや結果が予測可能であると仮定していた

ため、偶然性や不確実性を十分に考慮してい
なかった。このアプローチでは、未来の不確
実性を十分に反映することが難しかったので
ある。それに対して、Lemoine & Rudikは新
しい再帰的IAMを提案している。このモデル
は、政策が将来の情報やショックに適応する
ことを可能にし、より現実的で柔軟な政策デ
ザインを追求するものである。彼らの研究
は、気候感度や経済成長、さらには潜在的な
ティッピングポイント（急激な変化を引き起
こすポイント）の不確実性が、政策決定にお
いてどのような影響を与えるかを示している。
これにより、持続可能な政策デザインのため
には、科学的知識と政策形成スキルが不可欠
であると強調されている。具体的には、科学
的データに基づいて効果的な政策を立案できる
能力、持続可能な技術の理解、再帰的モデルの
設計技術、そして現実的な政策に適応し、それ
を評価する能力が必要であるとされている。

これらの能力を効果的に育成するために
は、教育や研修を通じた専門的スキルの強化
が求められる。持続可能な社会を実現するた
めには、これらの知識とスキルを備えた人材
の育成が不可欠であり、そのためには体系的
かつ戦略的な教育プログラムの実施が必要で
ある。こうしたプログラムを通じて、気候変
動に対する適応策やリスク管理の技術が高度
化し、より包括的で効果的な政策形成が可能
になると考えられる。持続可能な農業経済の
実現に向けた取り組みとして、これらのアプ
ローチが今後ますます重要になるであろう。

２）リスク理論

第二の論点は、リスク理論である。リスク
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理論においては、気候変動の影響を適切に評
価し、効果的に対応するための新たなアプロ
ーチが求められている。Weitzman（2012）は、
環境経済学の観点から、気候変動によるリス
クを過小評価しないためには、従来のリスク
評価モデルでは不十分であると主張してい
る。特に極端な気温上昇がもたらす壊滅的な
影響について、既存のリスク評価モデルでは
捉えきれないと指摘している。このため、気
候変動の損害を適切に予測するためには、異
なるシナリオを考慮に入れた政策ストーリー
を設定することが重要であるとしている。具
体的には、温室効果ガス（GHG）の濃度目標
を設定することが、極端な気候変動による壊
滅的な損害を防ぐための一種の保険として機
能する可能性があるとし、その目標を低く設
定することが必要であると強調している。
Weitzmanの見解に基づけば、気候変動の予
測不可能性とその影響を評価するには、従来
の経済学や環境科学の枠を超えた新たな専門
スキルと人材育成が不可欠である。不確実性
を考慮した意思決定を行うためには、従来の
統計的手法に加えて、シナリオ分析の考え方や
その実践的なスキルが重要になってきている。

さらに、Kelly & Tan（2015）は、気候変
動の不確実性に対処するための新たな統合評
価モデルを提案している。このモデルは、環
境経済学、動学モデル、ベイズ学習モデルを
基にしており、既存データの観測、学習、フィ
ードバックをプロセスに組み込むことで、学習
を通じた不確実性の低減を目指している。彼ら
は、特に学習の重要性を強調し、学習によって
不確実性を減少させることができると述べてい
る。さらに、極端な気候変動を回避するために

は、温室効果ガスの削減を現時点から迅速に開
始することが不可欠であると主張している。

３）保険論

第三の論点は、保険論である。本論で取り
上げる五つの論点の中でも、保険論は最も中
核的な位置を占めている。気候変動が進むに
つれ、自然災害の頻度と規模がさらに増加す
ることは、保険業界にとって大きな懸念材料
である。災害が増えると、保険金の支払いが
増加する一方で、保険料の上昇が保険業界の
利益をもたらす可能性がある。1990年代以降、
想定外の自然災害の増加と迅速な補償の支払
いニーズの高まりに伴い、天候インデックス
保険という新しい形態の保険商品が注目され
てきた。天候インデックスは、特定の気象条
件（気温、降雨量、風速など）を定量的に表
す指標であり、これを基にした金融商品や保
険商品が開発されている。日本では、「天候
デリバティブ」と呼ばれている天候による企
業の収支変動リスクをヘッジするための投機
的な金融商品が提供されている。また、パラ
メトリック保険商品も設計・提供が始まって
いる。これらの商品は気象データに基づいて
補償金が自動的に支払われるため、従来の保
険商品に比べて取引コストが低く、迅速な支
払いが可能である。この特性により、損害査
定が不要で、資産の所有を証明する必要がな
いため、小規模農家でも保険に加入しやすく
なるという利点がある。

コストの巨額化に対処するための手段とし
て、キャットボンドなどの金融商品が注目を
集めている。キャットボンドは、保険会社が
極端なリスクを資本市場の投資家に引き受け
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てもらう仕組みであり、通常の社債よりも高
い利率が支払われる代わりに、自然災害（台
風、洪水、地震など）が発生した場合には、
投資家の償還元本が減少する。キャットボン
ドは、自然災害の頻度が増加している現代に
おいて、保険業界が新たな資本を呼び込み、
リスクを多様化・分散化する手段として開発
され、1994年にドイツのハノーバー再保険が、
1992年のハリケーン・アンドリュー後に最初
に導入したものである。また、投資家にとっ
ては、キャットボンドを通じて金融市場でリ
スクを分散させる手段となり得る。一方、
Etzionは現在のキャットボンドのリスクモデ
ルについて、予測精度が低く、実際の災害発
生確率を過大評価する可能性があると指摘し
ている。SDGsの達成に貢献する一方で、金
融市場の不確実性をどのように克服するかが
課題であると述べている。

Charpentier（2008）は、保険論の視点から、
気候変動による自然災害の増加に伴う不確実
性が高まっていると指摘している。保険会社
が損失を予測することがますます難しくなっ
ている状況において、再保険、特に従来の枠
組みを超えたリスク移転のための新たな保険
技術の重要性を強調している。再保険は、保
険会社が自身のリスクを他の保険会社に移転
する手段であり、これにより保険会社は自己
資本の適正な維持と大規模な損失への対応を
図ることができる。

それに対して、Etzion（2019）は経営学の
視点から、キャットボンドに関する過去の事
例を分析し、リスクが過大評価される傾向に
あると指摘している。その理由として、キャ
ットボンドがマクロ経済的条件や保険業界の

流動性、投資家の需要といった外的要因に強
く影響されることが挙げられる。キャットボ
ンドが持続可能な開発を支援する手段として
有用である一方で、その利用には大きなリス
クが伴うため、資金調達手段としての利用に
は慎重な検討が必要であると述べている。

４）社会的対処

第四の論点は、社会の認識、対処、そして
行動に関するものである。

Appadurai（2013）は、文化人類学の視点
から「可能性の倫理」について論じている。
科学技術や安全保障といった計算的な未来予
測に対抗し、人々が日常生活の中でどのよう
に未来を創り上げるかに注目している。これ
は、個々の人々の社会デザイン力やその基盤
となる文化的想像力が、未来の構築において
重要な役割を果たすことを示唆している。

Bunnell（2018）は、地理学の観点から、
農村社会における不確実性と都市化の影響に
ついて議論している。農村地域の都市化は社
会的および経済的不確実性を増大させるが、
同時に新たな機会も提供する。このような変
化に適応するためには、新しい戦略が必要で
あると指摘している。Lo & Chan（2017）も
また、災害リスク認識と行動について論じ、
特に洪水などの災害リスクへの準備が社会的
資本に依存していることを強調している。彼
らの研究は、リスク認識と実際の行動の関連
性が複雑であり、感情的な訴えだけでは行動
を促進できないことを示しており、政策立案
やリスクコミュニケーションの効果的な戦略
が求められることを論じている。

Howarth & Monasterolo（2017）は、科学
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コミュニケーションの視点から、人間と環境
システムの相互関連性、および気候変動と政
策の不確実性への影響を検討している。「ネ
クサス（Nexus）」という概念を用いて、エ
ネルギー、水、食料システムと気候変動の相
互作用を包括的に理解する重要性を論じてい
る。共創アプローチを通じたワークショップ
では、ショックの悪化と軽減、戦略的思考、
コミュニケーションと協力、社会的反応の予
測、プロセスの整備といったテーマが浮かび
上がっており、これらのテーマは、相互信頼、
透明性、エビデンスに基づいた戦略を設計す
るための知識共創の重要性を示している。

さらに、Keucheyan（2018）は、社会学の
視点から、気候変動によるリスクの増大が保
険業界に与える影響について批判的に考察し
ている。保険業界がキャットボンドなどの金
融商品を通じて国家財政危機を回避しようと
する動きを、新自由主義的なアプローチであ
るとして批判している。このような金融化
は、国家の役割を縮小させ、社会的不平等を
拡大する可能性があると指摘しており、気候
変動に対する解決策とはならず、むしろ新た
な問題を引き起こすと述べている。気候変動
への適応には、金融市場に依存するのではな
く、より民主的で持続可能なアプローチを模
索すべきであるという点にある。これには、
市民の積極的な関与と新しい社会運動や政治
的連携が求められるとしている。

このような多様な対処の議論を踏まえる
と、グローバル化と気候変動が激化する世界
においていかなる場所で活用可能な資源や機
会を使い、不確実性に対処しながら未来をど

のように描き、実現しようとするのか、人々
の社会デザイン力やその基盤となる文化的想
像力が問われることになる。

５）グローバルガバナンス

第五の論点は、グローバルガバナンスであ
る。2015年に導入された持続可能な開発目標

（SDGs）は、持続可能な社会の実現に向けた
野心的な政策である。しかし、その達成には
巨額な投資が必要とされる。国連の試算２に
よれば、SDGsを達成するためには毎年約4.2
兆ドルの投資が必要であり、これは世界銀行
の年間政策融資の約60倍に相当する規模であ
る。このことからもわかるように、SDGsの
実現には、従来のアプローチを超えたシステ
ム全体の変革が不可欠である。Etzion（2019）
は、SDGsを達成するためには、ガバナンス、
技術、文化、金融を含むシステム全体の変革
が求められると主張している。

現代の気候変動は非常に不確実であり、そ
の影響は多岐にわたる。これに対応するため
には、従来の統計的手法では十分に対処でき
ないリスクが含まれているため、新たな専門
スキルと人材育成が求められる。特に、政策
のシナリオを検討する際には、気候変動の不
確実性に最も脆弱な層が誰であるかをローカ
ルな文脈で慎重に考慮する必要がある。

Birghila et al. （2022）は、オーストリアに
おける気候変動による干ばつリスクにさらさ
れる農家について考察し、特に小規模農家へ
の支援の必要性を強調している。保険加入と
リスク軽減を強化するためのいくつかの政策
提言を行っており、具体的には、不確実性を

２　2024年４月９日　国連ニュース　https://news.un.org/en/story/2024/04/1148411
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減らすために複数のリスクモデルを活用して
リスク評価を行うことが推奨されている。ま
た、小規模農家に対しては、保険料への行政
の補助金を提供することで保険が高額になる
のを防ぎ、保険加入を促進し、リスクに対す
る備えを強化することが提案されている。こ
れらの提案から導き出されるのは、不確実性
に対処するためには、多様なステークホルダ
ーとの協力を推進し、共通の目標に向けたリ
ーダーシップを発揮するスキルが重要である
ということである。このような複合的な対処
ができるスキルをもつ人材育成のためには、
高等教育プログラムの強化と産業界との連携
がいっそう重要になってくるであろう。

４．国際的リスクプール機構の展開

これらの理論展開を踏まえて、先進事例で

ある多災害多国間リスクプールの事例を検討
してゆきたい。

１）カリブ海諸国による展開

カリブ海災害リスク保険ファシリティ
（CCRIF：Caribbean Catastrophe Risk 
Insurance Facility）は、2007年に設立され
た世界初の多国間による多災害リスクプール
機構である。現在の加盟国を（図４）に示す。

当初、CCRIFは16のカリブ海諸国加盟のも
とで発足し、後に中央アメリカ諸国も加入し
た。現在では19のカリブ海諸国、４つの中央
アメリカ諸国、３つの電力会社がメンバーと
なっている。カリブ海の政治経済は多様であ
り、社会主義的な色彩の強いニカラグアも参
加している。2004年にカリブ海地域に観測史
上最大級のハリケーンアイバンによる大規模

（図４）カリブ海災害リスク保険ファシリティ（CCRIF）の加盟国

　　 出典：CCRIF SPC 2022－2023年次報告書をもとに筆者作成
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な自然災害によって甚大な被害を受けたこと
を受け、CARICOM（カリブ共同体）政府が
世界銀行に対して、効果的で手頃な災害リス
クファイナンスの手段を求めたことから検討が
始まった。日本は、CCRIFの設立を支援した国
の一つで、ジャマイカに対して1,800万米ドル

（約20億円）の助成金を支援した。その資金を
活用してCCRIFの実現可能性について調査・研
究がすすめられ、設立に至った経緯がある。

なお、保険の補償分野は、サイクロンと地震
から始まり、現在では、過剰降雨、漁業、電力
および水道事業まで拡大している。CCRIFは、
2013年さらにカリブ海洋・水産養殖持続可能
性 フ ァ シ リ テ ィ（COAST：the Caribbean 
Ocean and Aquaculture Sustainability 

faciliTy）を開始した。COAST保険は漁業部
門向けのパラメトリック保険としては世界初
であり、熱帯低気圧による悪天候（高波と大
雨）による脆弱な漁業従事者の漁船、漁具、
漁業インフラへの直接的な損害への補償に加
え、悪天候による漁民の損失を補償する。生
計保護（マイクロ保険）を組み込んでいる点
がユニークである。グレナダとセントルシア
の２つの国からスタートした。

CCRIFの活動分野を図５に示す。レジリエ
ンス構築として、加盟国にパラメトリック保
険を提供するほか、災害監視能力を向上させ
るため、自動気象観測システム（AWS）ネ
ットワークの強化に財政的支援を行ってい
る。2022年は75,000米ドル（約1,000万円）の

（図５）カリブ海災害リスク保険ファシリティ（CCRIF）の包括的アプローチの展開

　　出典：CCRIF SPC 2022－2023年次報告書をもとに筆者作成
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助成金を提供した。

２）レジリエンスの能力構築

CCRIFは、インフラ構築に加え、技術支援
プログラムの一環として、加盟国におけるレ
ジレンス人材育成、学校での防災活動を支援
している。世界食糧計画（WFP）と協力し
て学校給食プログラムをニカラグアで支援し
ている。注目すべきは、教育・人材への社会
的投資として、専門能力開発、知識構築に関
する支援、奨学金などの取組をおこなってい
ることである。知識構築として、CCRIFは加
盟国の政府職員を対象に、災害リスクファイ
ナンスおよびパラメトリック保険に関する研
修を各地で実施３している。またCCRIFはこ
れまで12年間で322件の奨学金とインターン
シップを提供し、220万ドル以上を投資して
いる。2022年には、カリブ海諸国、米国、英
国での大学院進学のための奨学金７件、なら
びに西インド諸島大学で学ぶ学部学生への奨
学金７件を授与し、15人の大学卒業生をカリ
ブ海地域の10の組織にインターンとして配置
した。このような、パラメトリック保険およ
びレジリエンスの専門能力開発や知識構築な
どを重視しながら、加盟国が相互に関与しな
がら拡大、戦略的パートナーシップによって
運営・推進している。

３）アジアにおける展開の現状

東南アジア災害リスク保険ファシリティ
（SEADRIF：Southeast Asia Disaster Risk 
Insurance Facility）は、カリブ海諸国、ア
フリカに続くアジアにおける多国間多災害リ

スクプール機構である。その国際関係における
位置づけ、アジア地域における加盟国を図６
に示す。2017年５月５日に横浜で開催された
ASEAN＋３財務大臣・中央銀行総裁会議に
おいて設立に向けた覚書が締結、2019年に世
界銀行および日本政府の支援により設立、最
初のメンバー国は、日本、シンガポール、ラ
オスである。その後、2020年、カンボジア、
ミャンマー、フィリピンが加盟、2021年ベト
ナム、2023年インドネシアが加わり、現在８
ケ国である。アジア地域は、自然災害による
経済的損失の約85％が保険でカバーされてい
ない状態であり、特に発展途上国で顕著であ
る。現在、カンボジア、ラオス、ミャンマー
に重点を置いて災害リスク資金調達戦略を策
定・実施し、ラオスやミャンマーに対して、
洪水被害を補償するパラメトリック保険を提
供している。

2023年から2024年にかけて、SEADRIFは
運営体制の強化をおこない、パラメトリック
保険モデルの共同開発をおこない、金融市場
へのアクセス拡大、キャットボンドを発行し
て金融市場で販売することで、投資家からの
資金調達、リスクプールの拡大と分散などを
進め、災害リスクに備える資本基盤を強化し
た。さらにカリブ海沿岸諸国のCCRIFのよう
な加盟国のレジリエンス能力構築を含む包括
的アプローチのフレームワークの構築、実
装、展開が今後に期待されるだろう。ただし、
図６が示すようにアジアの国・地域の体制は
多様であり、国際関係の中でどのように加盟
国を増やしながら制度や協力関係を育ててい
くのか課題となる。

３　アフリカ・リスク・キャパシティ（ARC）でも同様に専門能力開発の研修等を行っている。
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５．考察

これまでの不確実性複合体をめぐる主たる
学術的議論の流れと、グローバルなリスクプ
ール機構のケーススタディから、以下の四点
について考察してきた。議論や研究を進める
上での課題をいくつか指摘しておきたい。

第一に、「不確実性複合体」という概念の
意味をさらに深く探究する必要である。国連
開発計画（UNDP）の人間開発報告書（2021
－22）は、新たな不確実性複合体の出現を指
摘しているが、ここでは、環境、社会、政策
の不確実性が複合的に作用することでリスク
が増幅し、衝撃的かつ世界的な不安定を引き
起こす可能性を指摘している。Florini（2013）

は、この複合リスクに対処するために、地球
規模のガバナンスの再構築が必要であると強
調している。また、Birghila et al. （2022）は、
このようなリスクに対処する高度なスキルを
持つ人材の育成が重要であると指摘している
が、その具体化の検討はまだ手探り段階であ
り、具体化のためには政府、国際機関、研究
機関、産業界の連携によるプログラムが欠か
せないと提言している。しかし、どのような
教育プログラムがその実現を可能にするのか
については、理論・実践の両面での更なる研
究が必要である。

第二に、投資・保険・イノベーションの循
環サイクルの構築である。UNDPの報告書に
よれば、不確実性複合体の中で人々の安全保

（図６）東南アジア災害リスク保険ファシリティ（SEADRIF）の国際関係における位置づけ

出典：筆者作成
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障を強化し、持続可能な発展を促進するため
には、「投資」「保険」「イノベーション」の
３つが政策の柱となる。「保険」の重要性に
ついて本稿で考察してきたが、それだけでは
なく、３つの要素が相互に補完し合うこと
で、社会と経済のレジリエンスが向上し、長
期的な発展が可能になる。不確実性複合体リ
スクを恐れずに新たな挑戦ができる環境を整
えるための社会的な「投資」と「イノベーシ
ョン」がいかにあるべきかが課題である。こ
のことは安全保障の議論に加えて経済産業シ
ステムのあり方が中心的な論点となるため、
多様な体制制度をふくむアジア地域における
現実的な選択肢が問われることになる。

第三に、これらの理論的枠組みの具体化ア
プローチである。本論では、不確実性複合体
に関する学術的論点について、１）社会シス
テム・農業経済、２）リスク理論、３）保険
論、４）社会的対処、５）グローバルガバナ
ンスの五つの基本的な論点を整理した。これ
らのテーマに関して、現在どのような対処が
可能であり、すでに行われているのかを整理
し、現状の到達点を明確にすることが足元か
ら求められる。今後は、研究機関、政府、企
業の協力を通じて、より具体的で実践的な研
究や対策の検討が必須である。

第四に、持続可能な開発を支えるためのグ
ローバルガバナンスを担う人材育成と教育の
あり方である。カリブ海災害リスク保険ファ
シリティ（CCRIF）の多国間での多災害リス
クプール機構の包括的アプローチを参考に、
アジア地域（ASEAN＋３）において、どの

ように災害リスクにかんする知識を国際的に
共有、共進化させていくことが可能なのか、
教育セクターの新たなプラットフォームとイ
シニシアチブが必要である。専門能力開発
は、専門機関、行政職員の研修、大学の研究
教育などを進めるとともに、それをつないで
実践知から社会変革の現実適応力を高める仕
組を構築する必要がある。大学への寄附講座
の設置なども有効な手段となり得るかもしれ
ない４。これらにより、地域のレジリエンス
を強化し、持続可能な発展を支え社会基盤が
整備されていくことが期待されるであろう。

結論

本稿では、気候変動、地域社会の脆弱化、
政策対応の停滞など、複数の要因が重なり合
って生じる不確実性複合体への対応策につい
て検討した。具体的には、レジリエントで持
続可能な地域社会システムの再編を進め、持
続可能な社会を実現するためには、投資・保
険・イノベーションの三つの要素が相互に連
携し、持続的な発展を支えるサイクルを形成
することが重要であることを論じた。また、
農村社会における不確実性複合体の特徴、そ
の縮減のための学習システム、リスク認識と
農山漁村のステークホルダーの積極的な関
与、民主的なプロセス、そしてグローバルガ
バナンスの重要性についても論点を整理し
た。これらの取り組みを支えるためには、専
門知識の習得と人材育成が不可欠である。

ケーススタディとして取り上げたカリブ海
諸国における多国間多災害リスクプール機構

４　ＪＡ共済では、早稲田大学にＪＡ共済寄附講座を東日本大震災後に設置、毎年開講している（現在講義名「農からの
SDGs」）。
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である「カリブ海災害リスク保険ファシリテ
ィ（CCRIF）」は、災害後の迅速な資金提供
を可能にし、加盟国のレジリエンス強化に重
要な役割を果たしている。特に、パラメトリ
ック保険の提供に加え、行政職員の研修、奨
学金、インターンシップを通じた専門能力開
発などが、地域のレジリエンス強化に大きく
貢献している。アジア地域に設置された東南
ア ジ ア 災 害 リ ス ク 保 険 フ ァ シ リ テ ィ

（SEADRIF）も、カリブ海諸国のCCRIFの
ような包括的アプローチによる展開が期待さ
れ、関係機関のパートナーシップが今後の推
進課題である。
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